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第４章 草津市におけるスマートシティの進め方 

 

１ スマートシティで解決できる課題とは 

 第 1章でも述べたが、スマートシティの目的は生活の質や幸福感の向上である。また、

スマートシティの取組は分野間横断の取組であり、サイロ化した都市機能のすき間に取

り残された人々の課題を対象としている。従来からある事業で不十分な場合や対応不可

能な場合については、スマートシティの視点を用いて課題解決に向け取り組んでいく必

要があると考える。そのためには庁内のスマートシティの取組体制を強固なものにした

上で、地域幸福度(Well-Being)指標等を活用し課題を洗い出し施策を検討していく必要

があるだろう。そのためにどのように取り組んでいけばよいのか、第 2節より提言する。 

 

 

２ 提言 

(1)スマートシティの取組の位置づけ 

第 3章において述べたとおり、本市で策定している計画において『スマートシティを

推進する』と記述している計画はない。そのため、今からスマートシティの取組を行う

となったとしても、「何に基づいて」「何のために」が不明瞭になってしまうことが懸念

される。そのことから、草津市で策定している計画においても、スマートシティの取組

に関して記載していくことが、スマートシティに取り組んでいくという意思表示にもな

ることから必要であると考える。 

具体的には、総合計画におけるリーディング・プロジェクトのうちの 1 つである DX

推進プロジェクトをスマートシティの取組を含んだ DX 推進プロジェクトへ発展させる

ことを提言する。DX 推進プロジェクトは草津市 DX 推進計画に則って行われているが、

その基本方針には「地域の課題解決」と記載されているものの、その内容は「地域社会

のデジタル化」に留まっている。まずは「地域社会の DX 化」まで発展させ、重点施策

の一つとして明示し位置づけることで、スマートシティの取組を行っていくことを目に

見える形で示す(図 4-1)。 
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出所 草津未来研究所作成 

図 4-1 計画への位置付け 

 

 

 



53 

 

(2)共通ビジョンの設定 

 スマートシティに取り組むには、草津市におけるスマートシティの「目的」と「手段」

を設定し、職員が共通のビジョンをもつことが必要である。当たり前ではあるが、何の

ためにスマートシティに取り組むのかを全員が共通認識として持っておかなければな

らない。 

 草津市は健幸創造都市の実現に向け取り組んでいるが、健幸創造都市とは「草津に住

む人、訪れる人、誰もが健康で生きがいをもち、健やかで幸せに暮らすことができるま

ちを、共に創り上げる」ことである。このことは「ウェルビーイングの向上を市民と一

緒に創っていく」ことではないかと考える。また、草津市 DX推進計画では「ICT で豊か

さを感じられるまち草津」を目指している。これらを踏まえ、草津市におけるスマート

シティの目的を『市民と共にウェルビーイングの向上を目指し、持続的な健幸都市を実

現』することとし、その手段を『デジタル技術(ICT)の活用、データ活用・データ連携

による課題解決』とすることを提言する(図 4-2)。 

 

 

出所 草津未来研究所作成 

図 4-2 草津市におけるスマートシティの定義 
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(3)スマートシティ推進担当の設置 

 スマートシティの取組は市民のウェルビーイングや QOL の向上を目的として、分野間

横断をした課題に対して行うものであることから、各課が各課の課題に対し特定の分野

で行う DX はスマートシティの取組とは言い難いのではないかと考える。しかしながら

現在の体制で「分野間の課題を発見する」「分野間横断した取組を行う」といっても、

どこが、どうやって行うのかがはっきりせず、なかなか難しい。また、SCRA によると、

スマートシティを推進していくには、スマートシティ戦略を練り、スマートシティルー

ルを考え、スマートシティビジネスのモデルやサービスを検討し、都市 OS の導入検討

もしていかなければならないとされている。このような業務は他の業務を行いながらで

きることではないことからも、スマートシティを推進していく・取組を統括する課ない

しは係を設置し、全体を把握しながらスマートシティを推進していくことを提言する。 

 全体を把握・俯瞰し、分野間や狭間に存在する課題をあぶり出し、市民と共に課題を

解決することを主な業務として、草津市のスマートシティを推進する担当課(係)を設置

することで、スマートシティの取組を推進する体制が整い、分野間での協力がより進み、

健幸創造都市の実現にも近づくと考えられる。また、分野間横断している課題に対して

「どこが舵をとるのか」といった問題も解決すると考えられる(図 4-3)。 

 

出所 草津未来研究所作成 

図 4-3 推進担当設置後のイメージ図 

 

(4)取組方の検討 

 計画への位置付け、共通ビジョンの設定、推進主体の設置の次の進め方として取組方

を検討した。内閣府の資料によると、推進体制を整え、機運を醸成する初動段階の次の
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段階である準備段階では、課題・ニーズを収集しビジョンを共有する段階であるとされ

ており、課題・ニーズの収集方法の例が示されている(図 4-4)。その例を参考に草津市

版を図 4-5 のとおり作成した。一定の絞り込みを行った上で課題の抽出を行う方が、

様々な課題を同時進行するよりも良いと考え、本市ではまず推進主体による強み・弱み

の整理をした上で取組分野を整理するのが良いと考える。その後、市民等との課題共有

を行い、取組を検討していくことを提言する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 内閣府「地域課題を解決するためのスマートシティサービス事例集」より抜粋 

図 4-4 準備段階の進め方(例) 
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出所 草津未来研究所作成 

図 4-5 準備段階の進め方(草津市版) 

 

 市民等との課題共有については、スマートシティの取組の広がりと相まって、近年「市

民参加型合意形成プラットフォーム」が全国に広がっている。従来の傾聴・協働を補完・

拡充することのできる手法として期待できるものであり、オンライン上で他人の意見を

見ることが可能であること、匿名で気軽に意見投稿を述べることができること、市民対

話やワークショップの参加が困難である人やこどもも参加できることから、市政参画へ

の物理的・心理的ハードルが低く良い取り組みであるとされている(図 4-6)。この取組

はスマートシティの取組の広がりと相まって全国に広がっていることから参考にした

い。 

 

出所 ㈱Liquitous HP より 

図 4-6 市民参加型合意形成プラットフォーム「Liqlid」 
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また、データ連携基盤の要否についても検討していく必要があるが、デジタル庁では、

自治体や分野ごとにばらばらにデータ連携基盤の整備が進み、結果としてデータ連携・

共有の範囲に制約が生じたり、類似の機能に対する重複投資が発生することの無いよう、

データ連携機能に関する推奨モジュールを準備し、その普及を図っている。このことか

ら、データ連携基盤の共同利用について示されており、基本的な考え方として、図 4-7 

のとおり各都道府県と市区町村が連携しながら、データ連携基盤を整備することとなっ

ている。 

 

 出所 デジタル庁資料より抜粋 

図 4-7 データ連携基盤の考え方 

 

整備にあたっては都道府県内で同様の地域課題の解決を目指す取組の有無を確認し、

これらの間でのデータ連携基盤の共同利用の有効性や可否を判断していくことが必要

であるとされており、滋賀県では 2025(令和 7)年 3 月に滋賀県 DX 推進戦略を改訂し、

滋賀県データ連携基盤共同利用ビジョンに基づき 2027(令和 9)年度末までに取り組む

事項として「データ連携を支える基盤の整備」をあげていることから、データ連携基盤

が未整備である本市においては、滋賀県における基盤整備の状況を注視しながら検討を

行う必要があるだろう。 

 

 

(5)スマートシティの取組検討までの手順 

 スマートシティの取組を検討する際には、強み・弱みの整理や課題の抽出が必要であ

ると前述したが、具体的にどのような手順で行ったらよいのかを提言する。 

 デジタル庁は「ウェルビーイング指標を分析すると、苦手分野や注力したほうが良い

分野は分かるが、そこから何を行えばよいのかは分からない」といった問題を解決する

ために、リファレンス・ロジックツリーを公開している。第 3 章で地域幸福度(Well-

Being)指標から重要な分野を抽出したが、そこからどのようにリファレンス・ロジック

ツリーを作成したらよいか、草津市における作成手法を検討した。 
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 デジタル庁はロジックツリーの作成ステップとして図 4-8 のとおり示している。ま

た、図 4-9 のとおり、総合計画を踏まえたロジックツリーの組み立てについても示して

おり、この手順に沿ってロジックツリーを作成していく。 

 

出所 デジタル庁資料より抜粋 

図 4-8 ロジックツリーの手順・組み立て方 
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出所 デジタル庁資料より抜粋 

図 4-9 総合計画とロジックツリー 

 

第 6次草津市総合計画第 2期計画では、地域幸福度(Well-Being)指標は参考指標とす

るとされているが、今後は活用を検討していく必要があると考えることから、次期計画

である第 3 期計画では、参考指標とするのではなく活用することが望ましいと考える。

その点を踏まえ具体的な活用方法として、図 4-8、4-9 を参考に、本市におけるスマー

トシティの取組を検討する手順を作成した(図 4-10)。 

手順としては図に示したとおりであり、まず地域幸福度(Well-Being)指標を分析し重

要な項目をピックアップする。その後、その項目における総合計画の施策分野と紐づけ

ロジックツリーを作成していくことで、よりウェルビーイング、健幸都市くさつの実現

に近づくことができると考える。 

なお、ここで注意したいのが、①～⑤の手順で作成し完成したロジックツリーはあく

までもたたき台であり、ここから現状の事業で十分かどうか、足りない事業はないか等

の協議を重ね検討することが必要である。また、第 5水準には現在の事業の他にも新し

く行った方が良いと考えられる事業が掲載されていくと予想されるが、その事業の中で

スマートシティの取組を行う必要のあるものをピックアップし検討することで、スマー

トシティの取組に繋がっていくと考える。 
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出所 草津未来研究所作成 

図 4-10 スマートシティの取組検討手順(草津市版) 

 

 

(6)まとめ 

 本市におけるスマートシティの取組はまだスタートラインに立ったところである。そ

のため、本報告書における提言では、「分析の結果、草津市では○○を伸ばしていくべ

き」といった提言ではなく、「スマートシティの取組をどのように行っていけばよいの

か」といった点に焦点をあて、導入からの手順を示した。なお、取組を進めていく中で

行う課題抽出や地域幸福度(Well-Being)指標の分析手法については第 3 章を参考にし

ていただきたい。 

 スマートシティの取組は世界各地・全国各地で行われているが、最初の土台作りを怠

ると、目的がはっきりしない取組になりかねず、単なる技術導入となってしまう恐れが

ある。また、スマートシティが重要としている“持続可能性”の視点が欠如する恐れが

あることからも、本市においては、まずはスマートシティに取り組む土台をしっかり作

り、一歩一歩着実に進んでいくことを強く薦める。 
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おわりに 

 

 スマートシティの事業領域は非常に広範であり、まだ発展途上の段階にある。世界各

地で多様な取り組みが進められている中、日本においても国や地方自治体、民間企業等

が連携しながらスマートシティの取組が着実に広がっており、その広がりは今後さらに

加速していくことが期待される。 

スマートシティ推進に伴い、行政の考え方や予算編成の在り方にも変化が求められる

可能性がある。現在の日本の予算体系は分野ごとに性質別に分類されているが、サウス

ホランド州では、分野横断的に目指すべき姿に対していくら予算を配分しているかとい

う観点で予算が編成されている(参考資料 5）。この事例を踏まえると、今後は「ウェル

ビーイングといった目標にどれだけ予算を使用したか」といったように、目指したい将

来像を実現するための予算配分といった視点に変化していくだろう。 

技術や環境、社会の状況は常に変化している。スマートシティの推進は多くの利点を

もたらす一方で、取り組む際に考慮すべき課題やリスクも存在する。特に、技術の高度

化とデジタル化が進展する中で新たな問題や懸念が顕在化しており、デジタル化による

サイバー攻撃の脅威、停電やシステム障害などのインフラリスク、大量の電力消費に起

因する環境負荷等は、今後のスマートシティ推進において避けて通れない課題となる可

能性が高い。 

本報告書では、スマートシティの推進に伴うリスク面について十分な検討ができてい

ない。これらの課題に対しては、多角的な視点からのリスク管理や持続可能性の追求が

不可欠であり、スマートシティを推進していく上で、定期的な見直しや改善、さらなる

調査・研究が求められるだろう。 
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出所 国土交通政策研究第 177 号 

 

 

 

 

参考資料 2 政府のスマートシティ関連事業(令和 7年度合同審査の対象事業) 

 

出所 令和 7年度スマートシティ関連事業の概要より抜粋 
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参考資料 3 スマートシティ関連事業応募書類一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 令和 7年度スマートシティ関連事業の公募についてより抜粋 
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出所 国勢調査および社人研40推計結果より草津未来研究所作成 

 

  

                                                      
40 国立社会保障・人口問題研究所。 
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出所 サウスホランド予算ポータルサイト<https://zuidholland.begroting-2026.nl/>より 
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